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大阪、昭52不80・昭53不64、昭54.8.24 

 

命 令 書 

 

 申立人  全日本港湾労働組合関西地方本部 

 

 被申立人 株式会社 根津建築事務所 

   同   Ｙ 

 

主  文 

１ 被申立人らは、Ａ１及びＡ２に対して、昭和52年６月分以降の未払賃金（これに対する年

５分の割合による金員を含む）を支払わなければならない。 

２ 被申立人らは、Ａ１及びＡ２の地位保全の問題について申立人と速やかに団体交渉を行な

わなければならない。 

３ 申立人のその他の申立ては、これを棄却する。 

 

理  由 

第１ 認定した事実 

１ 当事者 

⑴ 被申立人Ｙ（以下、「Ｙ」という）は、日本万国博覧会関係の設計で最優秀賞、特別賞

を受けた建築家であり、昭和52年５月ごろ、神戸に個人事務所（以下、「神戸事務所」と

いう）を開設し、同年11月、根津一級建築事務所（以下、「根津事務所」という）と改称

して建築の確認申請、デザイン等を行い、今日に至っている。 

⑵ 被申立人株式会社根津建築事務所（以下、「会社」という）は、Ｙを代表取締役として

肩書地（編注、大阪市）において建築、設備、機械、室内装飾及び造園の各設計並びに

工事監理等を営み、本件審問終結時その従業員は２名である。同社は、発足後役員に多
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少の異動があったもののＹと同人の父を中心として設立されたものであり、同社の受注

はもっぱら建築家としてＹ個人の知名度に負い、その業務の遂行も重要な点においてＹの

直接の指導監督にまたねばならず、また会社の諸決定におけるＹ個人の影響力は甚大で

ある。 

⑶ 申立人全日本港湾労働組合関西地方本部（以下、「組合」という）は、主として阪神地

区の港湾運送及びその関連事業を営む企業に雇用される労働者約7,000名で組織されてい

る労働組合である。なお、組合の下部組織として建設支部（以下、「支部」という）があ

り、更に支部の下部組織として会社従業員２名で組織する根津分会（以下、「分会」とい

う）がある。 

２ 昭和51年12月に至るまでの労使関係等について 

⑴ 会社は、昭和37年６月にＹの父を代表取締役として設立され、42年ごろＹが代表取締

役となり以後万国博、海洋博関係の設計等を通じて業績を発展させ、その間45年11月に

は東京出張所を、48年４月には高松に四国出張所を設置してそれぞれ数名ないし10名の

従業員を配し、会社全体として従業員60名を擁して全国的に取引を営むに至った。また、

四国出張所設置と同時に同地に株式会社エヌ設計が設立されたが、同社は49年７月株式

会社根津建築事務所四国事務所と商号を変更した。 

  50年11月、会社内にあったエヌ・システム株式会社は、株式会社根津建築事務所大阪

事務所と商号を変更し、また51年６月、会社内にあった株式会社インテリア・エヌは、

株式会社根津建築事務所東京事務所と商号を変更するとともに東京に移転し、会社の東

京出張所を吸収した。 

⑵ 50年７月中旬、会社は、経営悪化を理由に従業員８名に自宅待機を命じた。これに対

して従業員はＡ１（以下、「Ａ１」という）らが中心となって会社に待機命令の撤回を申

し入れ、この件について何回か交渉を行ったが合意に達せず、最終的には、かなりの数

の従業員が会社の退職条件を受諾して退職した。その結果、従業員は20名程度に減少し

た。 

  同年９月末、会社は、従業員に対し近く会社を解散する意思のあることを言明した。
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その結果、約10名が退社したが、10月15日、残った従業員間でＡ１を中心に分会が結成

され、Ａ１が分会長となった。 

⑶ 翌51年５月13日夕刻、分会員Ａ３（以下、「Ａ３」という）が下宿に戻ると、見知らぬ

男が待っていたので部屋に招き入れると、男は、「全港湾をやめろ」と言い再度来る旨告

げて引きあげた。 

⑷ 同月28日午後９時ごろ、副分会長Ａ４（以下、「Ａ４」という）及びＡ３の両名は、帰

宅途中３～４名の男たちによって、それぞれ別々に車に連れ込まれて尼崎市近辺の某マ

ンションにら致され、そこで７、８名の男の監視のもとに６カ月の休職届と組合脱退届

を書かされ、更に、その場に居合せた山口組系入江組のＣ１によって退職届を書かされ、

翌29日夕刻まで同マンション内に監禁された。同日、Ｃ１は、Ｙに電話で「Ａ４・Ａ３

の退職届を預っている。退職金60万円を立て替えた。私が間に入ってやる」と話し、Ｙを

入江組の事務所に呼び出そうとした。６月11日、Ｙが同事務所に出向くと、組側は100

万円で事件のケリをつけようと提案したが、Ｙはそれに応ぜず、用意してきた60万円を

渡してＡ４とＡ３の退職届を受け取った。６月15日、支部は会社に対し５月28・29日の

上記ら致事件の真相を明らかにすること、Ａ４・Ａ３を原職に復帰させること、今後従

業員に組合脱退強要などの一切の不法行為が行われないよう完全に保障すること等を要

求した。その結果６月22日、団体交渉が行われ会社側からはＹと常務取締役Ｂ１（以下、

「Ｂ１常務」という）が出席した。その席上Ｙは、山口組とは先代の息子の家を建てた

ことで関係があり、Ａ４・Ａ３の退職届については、それを山口組に依頼した覚えはな

いが、届そのものは有効だと思うなどと発言した。 

⑸ ６月28日夕刻、Ｙは、会社近くの中華料理店にＡ４・Ａ３を除く全従業員を集め、同

月末で会社を解散すると述べた。これに対して、Ａ１がら致事件の真相を明らかにする

よう要求すると、Ｙは「Ａ４・Ａ３は既に会社とは関係がない」と答えた。同日、支部・

分会は、会社に対し、51年度夏季一時金一律60万円を要求した。翌29日、支部・分会は

会社に対し、会社解散の通告を撤回すること及び前記６月15日付け要求（ら致事件の真

相の説明、Ａ４・Ａ３の復職等）に誠実に回答すること等を要求し、同日午後６時から
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Ｂ１常務と団体交渉を行った。その結果、Ｂ１常務は「Ｙの会社解散表明に対しては、

全従業員の同意がなければ解散及びそれに類する行為に参画しない」旨の同常務署名の

確約書を支部・分会あて提出した。 

  翌30日の支部・分会との団体交渉でも取締役副社長Ｂ２（以下、「Ｂ２副社長」という）

及びＢ１常務は前日と同趣旨の確約書を連名で支部・分会あて提出し同日午後、ＹはＡ１

ら分会員と会って、「６月28日の解散の話は言葉不足であった。出社して話し合おう」と

述べた。そして会社は、同日、Ｂ１常務名で支部・分会に対し、「解散通告を撤回する。

また労働条件の著しい変更については、事前に組合側の同意を得て行う」旨を回答し、

更に継続中の仕事については、それを完成するよう担当者に指示した。しかし、翌７月

１日からＹが、また同月中旬ごろからＢ２副社長、Ｂ１常務が、それぞれ出社しなくな

った。非組合員は、同月26日付けで退職願を会社に提出したが、Ａ１ら分会員４名は継

続中の仕事を完成し、同年８月末に納品を済ませた。 

  その間支部・分会は、７月13日、16日、19日、20日の４回にわたり、文書で会社に対

し、前記６月15日付け要求についての団体交渉を申し入れたが、これに対する会社の回

答は一切なく、また、Ｙとは電話連絡もとれない状態にあった。 

⑹ ７月27日、会社は大阪地方裁判所に自己破産の申立てを行った。 

⑺ これに対して、組合は、７月28日Ａ４・Ａ３の原職復帰、暴力行為・組合脱退強要行

為の禁止を求めて、また８月11日破産申立ての取り下げ等を求めてそれぞれ当委員会に

申立てを行った。〔51年（不）第99号及び同年（不）第106号〕 

⑻ ８月24日、Ａ１ら分会員は、会社にかかってきた電話から、会社が姫路市の料亭紅本

陣の新築工事に関係していることを知り、早速工事現場に赴いてＹと会い、その結果、

会社の顧問弁護士の事務所で団体交渉が開かれた。その席上組合側は、「会社の経営状態

はまだ改善の余地が十分あり、労使双方努力すれば再建できる」と述べたが、Ｙは、「会

社を続けることは不可能であるし、自分にもその意思はない」と答えた。 

  同月27日、会社内において再度団体交渉が行われ、当委員会に対する前記申立事件の

請求内容等について話し合いが行われた。席上会社は組合側に対し、「Ａ４・Ａ３の身分
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は保障する。新会社を設立して全員そこへ移し、全従業員に対する未払い賃金等も支払

う」と述べた。 

⑼ ９月中旬、労使協力による会社再建の機運が生れ、以後当委員会で和解の努力が重ね

られた結果、同年12月11日付けで、まず会社は大阪地方裁判所に対する自己破産の申立

てを取り下げた。 

３ 会社再開協定等について 

⑴ 51年12月24日、会社と支部・分会とは、前記の和解努力の結論として当委員会におい

て以下の会社再開協定を締結した。 

① 会社は、12月24日をもって営業を再開する。 

② 会社運営、労働条件等に関し運営協議会を設け決定する。ただし、会社の借入金に

ついては全員の合意によってこれを行う。 

③ 会社は支部・分会とユニオン・ショップ協定を締結する。 

④ 会社は、支部・分会に対し不当労働行為性のあったことを陳謝し、謝罪文を交付す

る。会社は、今後かかる行為が起きないよう労組法を遵守し正常な労使関係の保持に

努める。 

⑤ 組合は、当委員会に対する51年（不）第99号及び同（不）第106号事件を取り下げる。 

⑵ また、本協定の実施に伴う付帯合意事項は以下のとおりであった。 

① 協定書にいう運営協議会は、会社側からＹ、Ｂ２副社長、Ｂ１常務の３名、分会側

からＡ４、Ａ３、Ａ１、Ａ２（以下、「Ａ２」という）の４名、計７名をもって構成し、

かつＡ４は取締役として経営に参画する。 

② 分会は、Ａ４の居住しているＹ名義の社宅（我孫子マンション内）を会社の希望ど

おり会社運営の資金ねん出のため売却することに同意する。 

⑶ 前記協定締結後の同年末、支部役員２名、分会員４名と会社側とは、今後の協定実現

を期する意味で忘年会を行った。 

⑷ 51年12月25日、組合は、協定の条項に従い当委員会に対する前記申立てを取り下げた。 

４ 協定後の労使関係等について 
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⑴ 翌52年１月初め、Ａ３は、突然退職届、組合脱退届を提出し、アラブ方面に渡った。

その後分会は、会社との付帯合意事項の一つである社宅売却の前提としてＡ４の代替住

居等について協議するため運営協議会の開催を会社に要請したが、会社はＡ３退の社に

より運営協議会はもはや開催され得ないとしてこれに応じなかった。 

  ところが52年６月ごろ、Ａ４も組合脱退の意向を示して出社しなくなり、その後組合

がＡ４に社宅の立ち退きを申し入れると同人はこれを拒否し、そのため組合はやむなく

同人を除名し、同人は退社した。 

⑵ Ｙは、大阪府立高校設計の受注等の件で52年１月17日に１度出社したが、以後本件審

問終結時に至っても出社せず、その代理としてＢ２副社長が52年６月中旬まで出社し、

営業活動を行った。 

  その間、Ａ１らは２月から大阪府立高校の設計にとりかかり、４月上旬にそれを完成

させた。またＡ１らは、会社にかかってくる電話等から51年暮から52年７月までの間に、

会社は尼崎市のＣ２邸、大林スポーツプラザの設計等を受注し、若しくはコンサルタン

トとして関係していることを知った。 

⑶ 52年７月20日、たまたまＡ１らはＹが同年５月ごろから神戸に事務所（神戸事務所）

を開いているという話を聞いたので、８月17日、神戸市生田区の西北神ビル９階にある

同事務所を探し訪れた。 

  同日、分会とＹは同ビル内で団体交渉を行い、Ａ１らは、前記和解協定に即して会社

再建に具体的に取り組むことをＹに要望したが、Ｙは、「全港湾は好ましくない。考え方

の違う者の間では設計のような共同作業はうまくいかない」、「会社に戻る意思はない」、

「もともと事業再開の意思はなかったのだが、周囲の勧めがあり、組合も協力するとい

うから、不本意ながら協定を結んだのだ」、「諸君が全港湾を脱退して協力的となるなら、

今後も面倒をみてもよい」などと答えた。 

  ８月25日、分会とＹとは大阪梅田の阪急ターミナルビルの喫茶店で再度団体交渉を行

ったが、席上Ｙは「会社に戻るつもりはない。運営協議会のメンバーが全員そろわない

のに協議のできるわけがない。協定は、分会の違反行為で破棄されたのだから私は出社
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しない」と述べた。分会側がＹに対し神戸事務所を会社に合体し、常時連絡がとれるよ

うにするよう要求すると、Ｙは、「私は個人としての作家活動をしているのだから、神戸

事務所は会社と関係ない」との旨述べた。 

  ９月３日、支部・分会は会社に対し、協定履行について同月10日に団体交渉を行うよ

う要求したが、同月５日、会社は組合に対し電話で「Ａ３もＡ４も辞めた今、運営協議

会を開くことは協定の趣旨に反する。話には応じられない」旨回答した。 

⑷ ９月10日、組合は、当委員会に会社の協定不履行を理由として事業再開、神戸事務所

の閉鎖等を求める申立てを行った。〔52年（不）第80号〕 

⑸ Ｙは、会社の管理建築士としての自己の登録が既に同年８月末日で期限切れとなって

いたことから、11月10日、神戸事務所を根津一級建築事務所（根津事務所）と改称し、

自らは根津事務所の管理建築士として登録を済ませた。 

⑹ 53年６月９日、支部・分会は、Ｙに対し根津事務所の閉鎖、会社の再開・分会員の地

位保全についての団体交渉を同月14日に開催するよう要求したが、同月10日、Ｙは、団

体交渉には応じられない旨分会に連絡した。 

⑺ 同年６月27日、組合は当委員会に根津事務所の閉鎖を求めて新たな申立てを行った。

〔53年（不）第64号〕 

⑻ Ａ１及びＡ２は、52年６月分以降賃金を支給されていない。 

第２ 判断 

１ Ｙの被申立人適格について 

  組合は、Ｙと会社は表裏一体であって法人格の否認される場合に当たり、Ｙは会社とと

もに本件の責任を負わなければならないと主張する。 

  これに対してＹは、Ｙ個人と会社とは別であってＹ個人に被申立人適格はないと主張す

る。 

  よって判断するに、①会社は、Ｙとその父を中心として設立され、当初Ｙの父が、その

後はＹが、代表取締役に就任していること、②会社の受注は、建築家としてのＹ個人の知

名度にもっぱら依存していること、③Ｙは、会社業務の遂行上直接指導監督を行い、Ｙが
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最終的には目を通し手を加えていたと思われること、④会社経営上の諸決定に対するＹ個

人の影響力が大であること等の諸事実を勘案すれば、会社とＹとは一体のものであって、

会社は事実上Ｙの経営している個人企業であり、会社と根津事務所もまた一体のものであ

ると判断される。したがって、Ｙ個人に被申立人適格はないとのＹの主張は採用できない。 

２ 会社業務の再開その他について 

⑴ 当事者の主張要旨 

  組合は、被申立人らの会社再開協定の不履行と会社経営の放棄、賃金未払い及び一連

の団交拒否は分会員らを実質的に解雇状態に陥れ、組合破壊を企図する不当労働行為で

あると主張する。 

  これに対して、被申立人らは、次のとおり主張する。すなわち、組合は協定締結後間

もなく、Ａ４・Ａ３両名の退職を放置して運営協議会の機能を停止させ、分会員の取締

役就任を未だなさず、また社宅からのＡ４退去実行をせず、社宅の売却を不可能にした。 

  したがって、運営協議会を開催不能にしたすべての責任は組合にあり組合が不当労働

行為と主張する点について被申立人らは何ら責任がない。 

  よって、以下判断する。 

⑵ まず、組合のいう被申立人らの協定不履行と経営放棄についてみると、 

① 協定実施のための労使間の付帯合意事項によれば、組合側には運営協議会に取締役

に就任予定のＡ４を含む４名を参画させ、またＡ４には社宅を明け渡させる義務があ

ったが、組合側はそのいずれをも完全に履行していない。特に、Ａ３の組合脱退と退

職は、協定締結直後であるにもかかわらず組合側がＡ３を慰留すべく格別の努力をし

たとの疎明がない。また、Ａ４については、会社再建上社宅の売却が不可欠であるこ

とを知りながらこれを明け渡さず、協定締結半年後には組合脱退をほのめかして出社

せず、組合からやむなく除名されると退社した事実からみると、Ａ４の行為は、特に

同人が取締役を予定されていただけに協定履行の熱意に欠けるものと言わざるを得な

い。にもかかわらず、組合はこれを除名して足れりとするのみで、Ａ４説得に充分な

努力をしたとの疎明がない。 
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  もちろん付帯の合意はあくまで協定実施のためのものであるから、協定実施を妨げ

ない程度の合意内容の変更は許されるべきであるが、本件の場合は組合側４名中取締

役予定者を含む２名を欠き、かつ、社宅売却を不可能ならしめて会社再建に不可欠の

資金繰りを妨げたのであるから、組合側のかかる行為は協定実施を妨げない程度のも

のとはとうていいえない。 

② したがって、本協定の履行を妨げた原因は、上記のような協定実施のための合意事

項に反した組合側の行為にあると判断するのが相当であり、その原因が被申立人らに

あるとする組合の主張は採用できない。したがってまた、被申立人らが会社経営を放

棄したとの組合の主張も理由がなく採用できない。よって、この点に関する組合の申

立ては棄却せざるを得ない。 

③ もっとも、被申立人らも協定履行について組合側と同様の責任を負うものであるか

ら、被申立人らは、組合側の前記行為が協定の実施を妨げるかどうか、また他に協定

実施の手段はないものかどうかについて組合側と話し合い、もし協定の実施を不可能

と判断する場合にはその旨組合側に説明して同意を得るよう努力すべきであり、また

それとともに分会員に社宅明け渡しを要求する以上は代替住居についても当初よりな

し得る限りの配慮をすべきものであるが、被申立人らは組合側の前記行為はすなわち

協定の廃棄であると主張するのみで、前記の努力と配慮を行っておらず、このような

被申立人らの態度は適切ではない。 

⑶ 次に、被申立人らの賃金未払いについてみると、会社再開のための協定が履行され得

なかった事情は以上のとおりであるが、たとえそのために会社再開が困難であったとし

ても根津事務所を経営しているＹの分会員に対する使用者責任はそのことの故に何ら影

響を受けるものではない。にもかかわらず、会社再開が不可能であることを理由に被申

立人らが分会員に対して52年６月以降賃金を支払わなかったことは使用者として無責任

かつ不誠実であるだけでなく、分会員との接触を意識的に避けていること及び被申立人

らの言動からして組合嫌悪に根ざすものと判断せざるを得ず、労働組合法第７条第１号

及び第３号に該当する不当労働行為と言わざるを得ない。 
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⑷ また、被申立人らの団体交渉拒否についてみると、被申立人らは組合側の協定不履行

を理由に組合の団体交渉の申入れを拒否してきているが、協定不履行そのものは会社再

開拒否の理由たり得ても団交拒否の理由たり得ない。よって、被申立人らの団体交渉拒

否には正当な理由がなく、労働組合法第７条第２号に該当する不当労働行為と言わざる

を得ない。 

⑸ 組合は、会社とＹとの一体性を理由に根津事務所の閉鎖をも求めるが、同事務所の設

置はＹの営業活動の自由に属するものであり、かかる自由はＹと会社との一体性の故に

否定され得る性質のものではない。したがって、この点に関する組合の主張には理由が

なく棄却せざるを得ない。 

⑹ なお、前記団体交渉拒否に関する救済方法についてであるが、まず組合の求める団体

交渉事項のうち、会社再開と根津事務所の閉鎖については上記判断のとおり再開協定履

行の条件が失われており、また根津事務所はＹの営業活動の自由に属するものであるか

ら、これらの事項については団体交渉の開催を命じる必要を認めない。しかしながら、

分会員の地位保全という要求事項については、会社と一体であるＹは会社の事実上の活

動停止後も引き続き自ら事業を営んでいるのであるから、Ｙの分会員に対する雇用継続

の基盤は失われておらず、分会員の将来の身分は当事者間の決定にまつべきものと判断

される。 

  よって、当委員会は主文の２のとおり命じる。 

  以上の事実認定及び判断に基づいて、当委員会は、労働組合法第27条及び労働委員会規則

第43条により主文のとおり命令する。 

 

 昭和54年８月24日 

     大阪府地方労働委員会 

         会長 川 合 五 郎 


